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ア．
未実施

イ．
公平性

ウ．
効果額

エ．
即時的

市税等徴収体制の強化
財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

○ 市税徴収率多摩26市中1位達成 - ○

職員給与等見直し
財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

○
わたり廃止、給与構造改革・都表
移行について実施済み

（職員給与・手当計）3,153,265 ○

定員管理による職員削減等
財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

○ 毎年度実施 - ○ ○

税外収入確保 次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案） ○
広告料導入、庁舎自販機設置方式
見直しについて実施済み

（雑入計）263,370 ○

議員定数削減 次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案） ○ 定数2名削減について実施済み - ○

行政評価による事務事業の見直し・廃
止等

次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案） ○ 毎年度実施 - ○

理事者給与見直し 次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案） -
健全化プラン2015（案）とは別に
実施

（市長・副市長・教育長）
37,222

企業誘致の促進 - ○ ○

外郭団体等見直し -

議員報酬見直し （議員報酬・手当計）188,879

委員報酬見直し （委員報酬）39,708

事務経費見直し
財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

樹木維持管理委託料見直し、公民
館図書室月報の庁内印刷切り替え
等は実施済み

- ○

● 国民健康保険税改定（税率改定）
財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

× 1,537,474
・類似団体並みに改
定

290,668 ○ ○ ○

● 下水道使用料改定
財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

× 959,760 ・東京都並みに改定 99,000 ○ ○ ○

国民健康保険税改定（上限額変更） 財政健全化の方策（案） ○ 平成21年度実施済み

下水道事業債繰上償還 次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案） ○ 1,728,778

介護保険特別会計の繰出金の抑制 799,536

後期高齢者医療特別会計の繰出金の抑
制

624,607

● 長寿慶祝事業の見直し 財政健全化の方策（案） × 凍結 10,590
・77歳に対する祝い
金の廃止（88歳、99
歳は増額）

5,000 ○ ○ ○

● 高齢者食事サービス委託料の見直し 財政健全化の方策（案） △
本人負担引き上げは未実施だが、
委託単価の引き下げは実施

41,208
・本人負担金を300円
から400円に引き上げ

5,100 ○ ○ ○ ○

●
コミュニティバス運行経費補助金の見
直し

財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

× 34,424
・運行ルートの見直
し

2,035 ○

●
東京都三多摩消防団連絡協議会負担金
の見直し

124

● 東京都消防協会負担金の見直し 77

●
東京都北多摩地区消防団連絡協議会負
担金の見直し

210

●
北多摩地区消防団西部ブロック連絡協
議会負担金の見直し

35

●
立川・国立防火防災協会負担金の見直
し

財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

× 284 ・負担金の見直し 22 ○

就学援助費の見直し 74,578

教育費保護者負担軽減補助金の見直し 8,508

その他補助金・負担金等の見直し（別
表１参照）

財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

日本広報協会退会、東京都市町村
児童厚生施設等関係職員事務研究
会退会等は実施済み

3,390,938

その他扶助費等の見直し（別表２参
照）

次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）
人工肛門等装具購入費助成事業の
見直しは実施済み

984,385 - - - -

※健全化取組項目及び健全化目標効果額は、健全化プラン案策定時のものです。 ※白マルは事務局案です

○・負担金の内容精査

（２）「特別会計の健全化を」－特別会計保険税・使用料の適正化等－

（３）「時代のギャップを埋める」－各種補助金、負担金等の見直し、扶助費の適正化等－

（１）「先ずは、行政の徹底的な合理化から」－歳出削減、歳入確保、定員管理、事務事業の見直し等－

× 100
財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

●は、
健全化
（案）
未実施
項目

健全化（案）にお
ける取組項目

健全化（案）
における目標
効果額
（千円）

経常収支比
率への影響
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

優先審議項目抽出の観点
平成24年度
予算規模（千円）

実施状況個別項目 掲載された健全化（案）の名称
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ア．
未実施

イ．
公平性

ウ．
効果額

エ．
即時的

●は、
健全化
（案）
未実施
項目

健全化（案）にお
ける取組項目

健全化（案）
における目標
効果額
（千円）

経常収支比
率への影響
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

優先審議項目抽出の観点
平成24年度
予算規模（千円）

実施状況個別項目 掲載された健全化（案）の名称

●
総合体育館施設利用料（グリーンパス
の見直し）

財政健全化の方策（案） ×
健全化プラン2015（案）で取り下
げ

-
・無料から子ども料
金と同等に改定

7,000 ○ ○ ○ ○

● 都市計画税率の本則適用
財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

× 1,167,924
・税率0.27％を
0.30％（本則）に改
定

129,000 ○ ○ ○

● 自転車駐車場利用料改定
財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

× 105,022 ・他市並みに改定 48,800 ○ ○ ○

● 家庭ごみ処理手数料の新設
財政健全化の方策（案）
次世代のための行財政健全化ﾌﾟﾗﾝ2015（案）

× -
・ごみ処理手数料の
新設

60,000 ○ ○ ○

スポーツ施設使用料の見直し 財政健全化の方策（案） ○ 平成21年10月に改定済み 20,700

学童保育育成料の見直し
6月市議会において料金改定の条
例案を提案予定

16,560

保育料の見直し 235,007

各種減免の見直し - ○

その他手数料・使用料等の見直し（別
表３参照）

363,790 - - - -

● 民営化（保育園） 財政健全化の方策（案） × 取り下げ （人件費除く）133,641 ・保育園2園の民営化 200,000 ○ ○

民営化（児童館） （人件費除く）16,742

民営化（体育館） （人件費除く）126,338

民営化（給食センター） （人件費除く）178,988

民間委託、指定管理者、公民連携 -

未利用地の活用・売却
清化園跡地活用事業については実
施済み

-

市有財産の統廃合 -

借地のあり方 86,987

まちづくりの取組（新規） -

高齢化対策（新規） -

子育て施策（新規） -

※健全化取組項目及び健全化目標効果額は、健全化プラン案策定時のものです。 ※白マルは事務局案です

（６）「さらなる創意工夫を」－まちづくりの取組、高齢化対策、子育て施策等－

（４）「行政サービスの適正な負担を」－手数料・使用料等の適正化等－

（５）「市民サービスの向上・効率化を」－民間委託、民営化、公民連携、ストックマネジメント等－
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別表１

※特別会計での補助金・負担金等は掲載していない 
平成24年度当初
予算額（千円）

1,187
研修会等参加費負担金 1,187

754,874
公平委員会負担金 651
東京市町村総合事務組合負担金 8,668
立川・昭島・国立聖苑組合負担金 65,056
多摩川衛生組合負担金 552,984
東京たま広域資源循環組合負担金 127,515

2,640
市政調査費交付金 2,640

1,215,622
側道残地等整備工事負担金 13,121
中央線連続立体交差事業負担金 237,162
都消防委託金 955,012
消火栓維持管理・設置負担金 10,000
消防施設負担金 327

13,000
国立駅北口自転車駐車場利用負担金 13,000

2,500
ＪＲ矢川踏切歩道カラー舗装負担金 2,500

9,741
（その１） 全国市議会議長会負担金（全国・関東・東京都） 636

三多摩上下水道及び道路建設促進協議会負担金 40
全国高速自動車道市議会協議会負担金 20
東京都市固定資産評価審査委員会審査事務協議会負担金 13
市長会負担金等 1,940
地方自治情報センター負担金 90
多摩東人権擁護委員協議会負担金 152
東京地区用地対策連絡協議会会費 14
立川・国立暴力団追放協議会負担金 10
東京税務協会分担金 49
地方税電子化協議会関係負担金 1,107
資産評価システム研究センター負担金 90
東京都市町村戸籍住民基本台帳事務協議会負担金 6
全国市区選挙管理委員会連合会負担金（全国市区・東京支
部）

37

東京都市選挙管理委員会連合会負担金 73
東京都市明るい選挙推進協議会連合会負担金 5
東京都市統計協議会負担金 10
都市監査委員会負担金（全国・関東・東京） 59
多摩地域福祉有償運送運営協議会負担金 90
全国都市国民年金協議会総会参加負担金 5
日本国民年金協会負担金 8
東京都社会福祉協議会負担金 29
都公立児童厚生施設連絡協議会負担金 19
(財)女性労働協会特別会員年会費 10
東京都予防接種対策協議会分担金 1
東京都市環境・公害事務連絡協議会負担金 5
（全国都市清掃会議）関東地区協議会負担金 13
三多摩清掃施設協議会負担金 5
全国都市清掃会議負担金 102
東京都農業会議拠出金 280
北多摩地区農業委員会連合会負担金 45
都市農地保全推進自治体協議会負担金 20
北多摩西部農業改良普及協議会負担金 30
首都道路協議会負担金 30
東京都区市町村土木関係技術管理連絡協議会負担金 7
道路整備促進期成同盟会東京都協議会負担金 26
全国自転車問題自治体連絡協議会負担金 20
全国街路事業促進協議会負担金 26

（３）「時代のギャップを埋める」－各種補助金・負担金等の見直し－

職員等の研修参加に対する負担金

一部事務組合等への負担金

□　その他補助金・負担金等一覧

市議会議員への交付金

東京都への負担金

国分寺市への負担金

公的協議会等への参画に対する負担金等

ＪＲ東日本への負担金
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※特別会計での補助金・負担金等は掲載していない 
平成24年度当初
予算額（千円）

（その２） 多摩川架橋及び関連道路整備促進協議会負担金 50
東京都道路整備事業推進大会負担金 30
東京土地区画整理事業推進連盟負担金 5
東京都連続立体交差事業促進協議会負担金 30
三鷹・立川間立体化複々線促進協議会負担金 50
多摩川整備促進協議会負担金 20
関東国道協会負担金 40
街づくり区画整理協会負担金 28
日本公園緑地協会負担金 20
東京都三多摩地区消防運営協議会負担金 5
三市消防行政連絡会負担金 200
三市地区消防連絡協議会負担金 81
消防団本部・分団運営交付金 2,500
東京都市町村教育委員会連合会負担金 42
関東地区都市教育長協議会負担金 5
公立学校施設整備期成会負担金 17
全国都市教育長協議会負担金 17
東京都市教育長会負担金 43
東京都市指導主事会負担金 15
校長会等負担金（小学校・中学校） 1,117
６市合同学校結核対策委員会負担金（小学校・中学校） 105
学校保健会・養護教諭研究会負担金（小学校・中学校） 50
多摩地区学校給食共同調理場連絡協議会負担金 5
社会教育委員連絡協議会負担金 25
全国スポーツ推進委員連合負担金 7
東京都スポーツ推進委員協議会負担金 33
東京都公民館連絡協議会負担金 20
東京都市町村立図書館長協議会負担金 9
日本図書館協会負担金 50

1,391,374
（その１） 安全運転管理者講習会等負担金 20

防犯灯電気料補助金 1,335
環境浄化協議会補助金 63
自治会集会所運営費補助金 140
国立市土地開発公社利子補給補助金 5,987
立川・国立防犯協会負担金 538
国立市防犯協会補助金 340
一般コミュニティ助成金 1,200
民生児童委員研修負担金 30
民生委員協議会補助金 50
東京都民生児童委員連合会等負担金 435
北多摩地区保護観察協会負担金 513
国立市遺族会補助金 10
国立市保護司会補助金 10
福祉サービス第三者評価受審事業補助金 4,800
福祉有償運送事業補助金 2,000
福祉有償運送運転者講習会受講費用補助金 20
国立市社会福祉協議会補助金 67,285
福祉会館手話講習会事業補助金 1,324
福祉会館喫茶コーナー運営費補助金 3,469
新しい公共の場づくりのためのモデル事業補助金 4,130
老人クラブ連合会補助金 810
老人クラブ連合会健康づくり事業補助金 240
老人クラブ補助金 8,064
シルバー学習講座利用者補助金 470
保養施設利用者補助金 7,100
特別養護老人ホーム建設事業費補助金
（亀鶴会・七日会・吹上苑・誠愛会・同法互助会・武蔵村
山正徳会・福陽会・弥生会）

35,004

（介護保険サービス）利用者負担軽減措置事業補助金 100
シルバー人材センター運営費補助金 36,707
（老人医療事業）医療給付費 1
（老人医療事業）医療支給費 1
障害者参加型サービス活用事業補助金 4,000
リフト付乗用自動車運行事業費補助金 6,000
地域活動支援センター事業補助金 31,000
地域活動支援センター機能充実事業補助金 9,158
しょうがい者日中活動系サービス推進事業補助金 32,013
しょうがい者通所訓練事業運営費補助金 9,642

市民・任意団体等への補助金・負担金等

公的協議会等への参画に対する負担金等
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※特別会計での補助金・負担金等は掲載していない 
平成24年度当初
予算額（千円）

（その２） （住宅改修理由書）給付計画書作成補助金 100
地域見守り事業補助金 210
青少年育成地区委員会補助金 1,200
一時保育事業実施保育所補助金 6,000
延長保育事業補助金 23,727
園舎建物賃借料補助金 5,590
保育所施設整備費補助金 504,656
管外認定こども園運営費補助金 501
認証保育所運営費補助金 107,212
私立幼稚園運営費等補助金 7,284
教職員研修費補助金 1,068
子どもの居場所づくり事業補助金 1,050
くにたち子ども未来塾事業補助金 200
日本スポーツ振興センター共済掛金（保育園・小学校・中
学校）

5,677

園児保護者負担軽減補助金 62,189
就園奨励費補助金 40,758
生ごみ堆肥化容器購入費補助金 400
資源回収推進奨励金 18,000
特産物出荷改善事業補助金 960
農業展補助金 400
公衆浴場施設及び設備改修費補助金 200
中小企業事業資金等融資保証料負担金 2,789
中小企業事業資金等融資利子補給補助金 6,176
（企業誘致促進事業）まちづくり協力金等 42,998
商店会装飾灯電気料補助金 6,970
勤労市民共済会運営費補助金 3,600
コミュニティガーデン運営事業補助金 265
商店街活性化事業補助金 28,597
さくらフェスティバル補助金 939
市民まつり補助金 2,492
朝顔市補助金 400
公衆浴場助成事業補助金 250
エコスポット補助金 50
商工会運営費補助金 4,100
土地区画整理事業助成金 112,600
国立市民体育祭補助金 1,100
富士見通り街路灯維持管理負担金 48
立川・国立地区交通安全協会負担金 1,843
木造住宅耐震改修助成金 3,000
木造住宅耐震診断助成金 1,000
マンション耐震診断助成金 3,552
特定緊急輸送道路沿道建築物耐震診断助成金 3,086
特定緊急輸送道路沿道建築物耐震改修助成金 4,082
特定緊急輸送道路沿道建築物補強設計助成金 1,300
生垣・保存樹木等助成金 1,067
東京都市町村総合体育大会参加費負担金 190
東京都市町村総合体育大会負担金 310
くにたち文化・スポーツ振興財団管理費補助金 7,200
くにたち文化・スポーツ振興財団事業費補助金
（体育館・芸小ホール・郷土文化館）

41,300

東京都市多摩郷土誌フェア負担金 15
体育協会補助金 1,400
国民体育大会実行委員会補助金 44,559
各種クラブ活動大会参加費補助金 1,800
朝鮮人学校及び外国人学校児童・生徒の保護者補助金 720
市指定無形文化財保護助成費 140
市指定有形文化財保護助成費 45

合計 3,390,938

市民・任意団体等への補助金・負担金等
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別表２

□その他扶助費等一覧

※特別会計での扶助費等は掲載していない　
平成24年度
当初予算額（千
円）

高齢者 163,055
入浴券支給事業 4,234
寝具乾燥消毒事業 1,246
高齢者食事サービス事業 41,208
生活支援ヘルパー派遣事業 1,393
外出支援サービス事業 3,222
ふれあい牛乳支給事業 12,025
借上げ住宅提供事業 6,028
介護保険低所得者対策事業 12,752
高齢者緊急通報機器貸与事業 24,578
高齢者位置情報把握端末貸与 515
高齢者自立支援住宅改修給付事業 4,543
高齢者自立支援日常生活用具給付事業 406
老人福祉電話設置事業 782
敬老大会事業 2,381
長寿慶祝事業 10,590
在宅サービスセンター運営事業 2,250
ゲートボール普及・育成事業 3,216
デイ・ホーム運営事業 13,185
シルバー学習講座利用助成事業 482
高齢者保養施設利用助成 7,104
高齢者レジャー農園事業 226
高齢者入院見舞金支給事業 2,774
老人性白内障特殊眼鏡等購入助成事業 51
高齢者住宅費助成事業 6,445
高齢者救急医療情報キット給付事業 1,419

しょうがいしゃ 428,176
身体障害者（児）福祉手当支給事業 171,570
人工肛門等装具購入助成事業 266
障害者参加型サービス活用事業 4,000
特別障害者手当等支給事業 40,046
特殊疾病者等福祉手当支給事業 40,220
知的障害者（児）福祉手当支給事業 42,156
知的障害者生活寮入所者利用料助成 5,208
重度身体障害者等緊急通報システム事業 654
リフトカー運行事業 15,036
リフト付乗用自動車運行支援事業 6,000
聴覚障害者電話ファクシミリ等助成事業 772
精神しょうがい者デイサービス事業 1,155
精神しょうがい者短期入所事業 1,545
心身障害者（児）緊急入所事業 12,500
しょうがい者相談支援事業 20,593
地域参加型介護サポート事業 38,469
身体障害者自動車ガソリン費助成事業 9,400
福祉タクシー利用助成事業 17,146
心身しょうがい者住宅費助成事業 1,440

子ども・ひとり親 390,992
こども医療費助成事業 210,145
ひとり親家庭住宅費助成事業 2,400
ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業 12,255
ひとり親家庭児童訪問援助事業 492
ひとり親家庭相談事業 628
母子家庭緊急保育助成事業 300
ひとり親家庭等医療費助成事業 29,374
認証保育所等運営助成事業 122,972
病児・病後児保育事業 12,426

教育 2,162
通級指導学級送迎サポート 2,162

合計 984,385

行政サービス利用に対する助成等（主な市の事業）

（３）「時代のギャップを埋める」－扶助費等の見直し－
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別表３

□その他手数料・使用料等一覧

※特別会計での手数料等は掲載していない　
平成24年度
当初予算額（千
円）

手数料（主な手数料） 82,826
屋外広告物許可手数料等 400
優良宅地造成認定申請手数料等 6
犬の登録及び鑑札交付手数料等 2,021
各種証明発行手数料（住民票・戸籍・税証明等） 29,243
廃棄物等処理手数料 43,812
自転車移送手数料 7,344

280,964
行政財産使用料 141
自転車駐車場使用料（定期使用・一時使用） 105,022
コミュニティ施設使用料
（地域集会所・地域福祉館・地域防災センター）

2,097

市民プラザ施設使用料 5,004
道路占用料 168,700
福祉会館施設使用料 -
総合体育館施設利用料 -
芸術小ホール施設使用料 -
公民館使用料 -

合計 363,790

使用料（主な使用料）

（４）「行政サービスの適正な負担を」－手数料・使用料等の適正化－
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